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【報告事項】
１ 現行の地域医療構想の取組実績等について
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１ー１ 地域医療構想の取組実績等

○ 現行の地域医療構想は、2025年における地域の医療提供体制のあるべき姿を示すものであり、本県においては、
・ 構想区域における将来の病床の機能区分ごとの必要量（必要病床数）
・ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化及び連携の推進に関する事項 等について定めている。

〇 本構想の実現に向けては、医療関係者等で構成する地域医療構想調整会議における協議や、地域医療介護総合確保基金の活用
による病床機能転換等に取り組む医療機関への支援等の取組を通じて、病床の機能分化・連携を推進してきたところ。

○ 病床機能報告による本県の病床数は2015年の26,760床から2024年には25,085床に減少（1,675床減）。
病床機能ごとの内訳においては、急性期病床及び慢性期病床は減少しているものの必要病床数を超過しており、回復期病床は

増加しているものの必要病床数を下回っている状況。高度急性期病床については増加し、必要病床数を上回っている状況。

〇 また、本県では、全国に先んじて高齢化や人口減少が進む見込みであることなどから、医療・介護需要に対応した人材の不足が
懸念されるほか、高齢者救急の受入れや在宅医療を含む地域包括ケア機能を担う体制についてさらなる検討が必要。

差し引き
(B)-(A)

2025年病床数の必要量
(B)

2024年度病床機能報告
(A)

2015年
病床数

△2271,5401,7671,478高度急性期
△3,8415,5349,37512,174急 性 期
1,1027,0485,9463,769回 復 期
△6965,8226,5188,457慢 性 期

△1,47901,479882休 棟
△5,14119,94425,08526,760計

――1,101ー（介護医療院への転換数）

１．現行の地域医療構想に関する評価

（県全体における機能別病床数の状況）

人口減少や高齢化など地域医療を取り巻く様々な変化に対応し、全ての地域・世代の患者が、適切に医療・介護を受けながら生
活し、必要に応じて入院し、日常生活に戻ることができ、同時に医療従事者も持続可能な働き方を確保できるよう、地域ごとの医
療資源に応じた提供体制の確保に取り組んでいく必要がある。
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１－２ 地域医療構想の取組実績等（鹿児島保健医療圏）

⑴ 病床の機能分化・連携の推進について

➢ 本医療圏の需要は、全国平均より高く推移している。一方、今後、65歳以上人口は増加するものの総人口は減少し、隣接する

姶良・伊佐医療圏の人口が緩やかな減少見込みであることなどを勘案すると、回復期及び慢性期病床の需要は高まる可能性が
あり、高度急性期病床及び急性期病床の需要は他医療圏の需要にも影響されることから、それらを含め検討する必要がある。

➢ 高度急性期病床については、現時点では必要病床数を超過し、増加傾向にある。本医療圏は実質的に県下全域の高度急性期機

能を担っていると考えられるため、県全域を俯瞰した対応が必要。

⑵ 人材確保について

➢ 本圏域の人口10万人当たりの医師、歯科医師、薬剤師、看護師の数は、全国及び県全体を上回っている。一方、准看護師数は

全国を上回っているが、県全体を下回っている。

⑶ 在宅医療・介護連携の推進について

➢ 本医療圏においても、今後、高齢者人口の増加が見込まれており、当面医療需要、介護需要ともに増加する見込み。

令和６年度の調整会議においては、在宅医療の提供体制は地域により違いが見られること、医療施設と介護施設との連携不
足、在宅での看取りに関するマンパワー不足や医師の高齢化等の課題が指摘されたところ。

差し引き
(B)-(A)

2025年病床数の必要量
(B)

2024年度病床機能報告
(A)

2015年
病床数

△6969821,6781,392高度急性期
△1,1012,7783,8795,122急 性 期

1522,8802,7281,463回 復 期
△4282,2442,6723,121慢 性 期
△4460446346休 棟

△2,5198,88411,40311,444計
――289ー（介護医療院への転換数）

１．鹿児島圏域における機能別病床数の状況

２．現状・課題
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１－３ 地域医療構想の取組実績等（南薩保健医療圏）

⑴ 病床の機能分化・連携の推進について

➢ 地理的特性から、圏域内の移動に多くの時間を要する一方、鹿児島市へのアクセス状況は比較的良いため、今後も救急医療や

循環器、周産期等において、鹿児島医療圏との連携強化を図る必要がある。

➢ 病床数は、高度急性期機能が不足し、急性期機能が過剰。2015年時点で不足していた回復期機能は2024年時点で充足して

いる一方、2015年時点で過剰であった慢性期機能が不足している。各医療機関の役割分担及び連携のさらなる充実を図る必要
がある。

⑵ 人材確保について

➢ 本圏域の人口10万人当たりの医師、歯科医師、薬剤師、看護師の数は、県全体を下回っているものの、圏域別では上位に位置

している。一方、准看護師は全国及び県全体を上回っている。今後、医師・歯科医師の高齢化や医療従事者不足により、医療提供
体制の維持が困難になることが懸念される。

⑶ 在宅医療・介護連携の推進について

➢ 在宅医療・介護需要の増加が見込まれることから、訪問診療や訪問看護等の在宅医療提供体制を充実させる必要がある。ま

た、医療と介護の連携を重視した各自治体や事業所の取組を通じ、地域における介護基盤を一層充実させることが求められる。

差し引き
(B)-(A)

2025年病床数の必要量
(B)

2024年度病床機能報告
(A)

2015年
病床数

6569462高度急性期
△4133537661,268急 性 期
△47774821428回 復 期
256496241,091慢 性 期

△119011931休 棟
△4891,8452,3342,880計

――176ー（介護医療院への転換数）

１．南薩圏域における機能別病床数の状況

２．現状・課題
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１－４ 地域医療構想の取組実績等（川薩保健医療圏）

⑴ 病床の機能分化・連携の推進について

➢ 高度急性期機能は、人口10万人当たり医療施設数は全国より多いが、人口10万人当たり医師数が県全体や全国と比べ少な

い状況。鹿児島市への搬送を考慮すると、他圏域との連携が必要である。

➢ 急性期機能、回復期機能及び慢性期機能については、いずれも平成28年度から減少しているものの、高齢者救急が増加して

おり、高齢者救急の受入れや在宅医療を含む地域包括ケア機能を担う体制についてさらなる検討が必要。

⑵ 人材確保について

➢ 人口10万人当たりの医師数が全国及び県全体と比べ少ない状況にあり、従業地（市町村）別の医療従事者医師数においても

地域ごとの偏りがある。人口10万人当たりの看護師数は全国と比べ多いが、県全体と比べると少ない。

➢ 本医療圏の医療需要は、今後減少が見込まれるが、看護師や介護士などの人材確保がさらに困難となることが見込まれる。

⑶ 在宅医療・介護連携の推進について

➢ 介護サービスによっては提供可能な事業所が限られるものがあり、対応に苦慮することがある。今後、人口減少や高齢化の進

展により人材確保が一層困難となる中、在宅医療・介護サービスの提供体制、急性期医療から在宅医療までの切れ目ない連携が
課題になる。特に、人生の最終段階におけるＱＯＤを高める医療の提供に当たっては、看護職の一層の充足が望まれる。

差し引き
(B)-(A)

2025年病床数の必要量
(B)

2024年度病床機能報告
(A)

2015年
病床数

717760高度急性期
△273422695792急 性 期
192499307324回 復 期
△42358400507慢 性 期
△2200220138休 棟
△2721,3561,6281,761計

――71ー（介護医療院への転換数）

１．川薩圏域における機能別病床数の状況

２．現状・課題
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１－５ 地域医療構想の取組実績等（出水保健医療圏）

⑴ 病床の機能分化・連携の推進について

➢ 高度急性期機能は、人口10万人当たり医療施設数は全国より多いが、人口10万人当たり医師数及び看護師数は全国や県全

体と比べ少ない状況。

➢ 急性期病床及び慢性期病床は平成28年度から減少した一方、回復期病床は増加。高齢者救急が増加しており、高齢者救急の

受入れや在宅医療を含む地域包括ケア機能を担う体制についてさらなる検討が必要。

⑵ 人材確保について

➢ 人口10万人当たりの医師数及び看護師数が全国及び県全体と比べ少ない状況にあり、従業地（市町村）別の医療従事者医師

数においても地域ごとの偏りがある。

⑶ 在宅医療・介護連携の推進について

➢ 介護サービスによっては提供可能な事業所が限られるものがあり、対応に苦慮することがある。今後、人口減少や高齢化の進

展により人材確保が一層困難となる中、在宅医療・介護サービスの提供体制、急性期医療から在宅医療までの切れ目ない連携が
課題になる。特に、人生の最終段階におけるＱＯＤを高める医療の提供に当たっては、看護職の一層の充足が望まれる。

差し引き
(B)-(A)

2025年病床数の必要量
(B)

2024年度病床機能報告
(A)

2015年
病床数

475366高度急性期
△195176371482急 性 期

24297273161回 復 期
△11227238412慢 性 期
△6306365休 棟
△1987539511,126計

――76ー（介護医療院への転換数）

１．出水圏域における機能別病床数の状況

２．現状・課題
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１－６ 地域医療構想の取組実績等（姶良・伊佐保健医療圏）

⑴ 病床の機能分化・連携の推進について

➢ 高度急性期機能は必要病床数より大幅に不足している一方、急性期機能及び慢性期機能は必要病床数を超過している。回復

期機能については増加傾向であるが、必要病床数を下回っている状況。

➢ 病床機能報告は、病棟単位での報告であることから、実際の病床数との差異があることも課題の一つ。地域の実情に応じた病

床の医療機能分化・連携や医療機関の連携・再編・集約化の推進を検討していく必要がある。

➢ 休棟の病床数は2015年と比較して増加しており、将来の医療需要の動向等を踏まえつつ、非稼働病床への対応について圏域

の方針を検討する必要がある。

➢ 入院患者の流出入に鑑みると、圏域内では完結できない診療科もあるため、圏域内での完結率向上を目指しつつ、隣接する他

圏域の医療機関と連携を図りながら、隣接県等との協力体制の構築や構想区域の設定等を検討する必要がある。

⑵ 人材確保、在宅医療・介護連携の推進について

➢ 医療・介護需要は圏域全体では減少見込みであるが、霧島市及び姶良市は要介護者数が今後も増加見込みとなっており、地域

の実情を踏まえながら、医療看護人材の確保・適正配置や介護施設や在宅での療養生活を支える病院・訪問看護等の確保等につ
いて検討していく必要がある。

差し引き
(B)-(A)

2025年病床数の必要量
(B)

2024年度病床機能報告
(A)

2015年
病床数

12512500高度急性期
△7136991,4121,485急 性 期
2761,093817705回 復 期

△3771,0051,3821,761慢 性 期
△242024292休 棟
△9312,9223,8534,043計

――330ー（介護医療院への転換数）

１．姶良・伊佐圏域における機能別病床数の状況

２．現状・課題
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１－７ 地域医療構想の取組実績等（曽於保健医療圏）

⑴ 病床の機能分化・連携の推進について

➢ 急性期病床及び慢性期病床は必要病床数を超過しており、回復期病床は必要病床数を下回っている。本圏域における急性期

医療の需要は、2040年にかけて大きく減少する見込み。また、本圏域に高度急性期機能を有する病院はない。

➢ 本圏域の患者の流出先は県外が最も大きく、都城市等へ流出している可能性が高い。地域での完結率が低く、本医療圏のみで

地域の医療を賄うことは極めて厳しい状況であり、他圏域への医療依存度や医療従事者不足を考えると、今後、構想区域の見直
しも検討していく必要がある。

⑵ 人材確保について

➢ 本圏域の人口10万人当たりの医師、歯科医師、薬剤師、看護師はいずれも県全体より低く、准看護師数は県全体と同水準。特

に医師、薬剤師、看護師は全国及び県全体より大幅に少ない状況。特にスタッフの確保状況が病床の運用に直結している現状に
鑑みると、各医療機関の個別の努力だけでは地域全体としてサービスの維持が厳しくなると予想される。

⑶ 在宅医療・介護連携の推進について

➢ 医療・介護需要は圏域全体では減少見込みであるが、志布志市は要介護者が増加する見込みとなっており、地域の実情に応じ

た在宅医療・介護連携の提供体制を検討していく必要がある。

差し引き
(B)-(A)

2025年病床数の必要量
(B)

2024年度病床機能報告
(A)

2015年
病床数

171700高度急性期
△100125225374急 性 期
14424910535回 復 期
△35273308396慢 性 期
△4404454休 棟
△18664682859計
――81ー（介護医療院への転換数）

１．曽於圏域における機能別病床数の状況

２．現状・課題
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１－８ 地域医療構想の取組実績等（肝属保健医療圏）

⑴ 病床の機能分化・連携の推進について

➢ 急性期機能は必要病床数を超過しているが、急性期医療の需要は2040年にかけて大きく減少する見込み。回復期及び慢性

期は必要病床数を下回っている。また、高度急性期機能は必要病床数に対して大幅に不足している状況。

➢ 地域で過剰となっている急性期の不足している回復期や慢性期への転換が不十分であるため、今後も地域の実情を踏まえた

病床削減や集約化、ネットワーク強化を進めていく必要がある。

⑵ 人材確保について

➢ 人口10万人当たりの医師数・歯科医師数、薬剤師数、看護師数は県全体を下回っている一方、准看護師数は県全体と同水準。

市町村別にみると医師の偏在が見られ、今後生産年齢人口のさらなる減少により医療従事者の高齢化と不足が見込まれる。

⑶ 在宅医療・介護連携の推進について

➢ 医療・介護需要は圏域全体では減少見込みであるが、鹿屋市及び垂水市は要介護者が増加する見込みとなっており、地域の実

情に応じた在宅医療・介護連携の提供体制を協議していく必要がある。

➢ 在宅医療については、人口減少等による事業所の閉鎖等に伴い事業所の偏在がみられていることから、地域内の需要量に対し

て供給が追いついていない状況。近隣市町の介護事業所や訪問看護ステーション等を活用するなど対応に苦慮している。

差し引き
(B)-(A)

2025年病床数の必要量
(B)

2024年度病床機能報告
(A)

2015年
病床数

10611488高度急性期
△5434509931,231急 性 期
104570466374回 復 期
253596343704慢 性 期

△216021697休 棟
△2961,7302,0262,414計

――141ー（介護医療院への転換数）

１．肝属圏域における機能別病床数の状況

２．現状・課題
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１－９ 地域医療構想の取組実績等（熊毛保健医療圏）

⑴ 病床の機能分化・連携の推進について

➢ 本医療圏では、回復期、慢性期の機能が不足しており、県内で既存病床数が必要病床数を下回っているのは本医療圏のみと

なっている。

➢ 医療需要については、約７割の患者が本医療圏の医療機関で完結している。

➢ 実際の医療現場では病棟内に他医療機能の患者が混在しており、病床機能報告上の医療機能を表していない場合がある。

⑵ 人材確保について

➢ 看護師や介護職員等の不足及び高齢化が大きな課題となっており、受入体制の縮小や施設の入所待ちといった状況が続いて

いる。また、近年は医療従事者の住宅及び応援スタッフの宿泊先の確保が困難な状況が発生しており、医療・福祉サービスの質の
低下が懸念される。

⑶ 在宅医療・介護連携の推進について

➢ 本医療圏では在宅医療を担う病院及び診療所が少なく、また、高齢者の受け皿である介護施設も十分にないことが課題となっ

ている。

差し引き
(B)-(A)

2025年病床数の必要量
(B)

2024年度病床機能報告
(A)

2015年
病床数

△2225470高度急性期
△11158169350急 性 期
10721410790回 復 期
341289417慢 性 期
0000休 棟

108525417457計
――ーー（介護医療院への転換数）

１．熊毛圏域における機能別病床数の状況

２．現状・課題
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１－10 地域医療構想の取組実績等（奄美保健医療圏）

⑴ 病床の機能分化・連携の推進について

➢ 急性期病床及び慢性期病床は必要病床数を超過、高度急性期病床及び回復期病床は不足しており、2025年必要病床数との

間に乖離がある状況。

➢ 休床、休棟中の病棟が129床あり、稼働率が低い病棟も含め、今後の方向性を協議する必要がある。

⑵ 人材確保、在宅医療・介護連携の推進について

➢ 今後、本医療圏の全ての離島において、人口減少と高齢化がさらに進展する見込みであり、医師、看護師等の医療職の人材確

保対策や在宅医療の充実を含めた医療介護連携の推進が必要。

差し引き
(B)-(A)

2025年病床数の必要量
(B)

2024年度病床機能報告
(A)

2015年
病床数

60781810高度急性期
△4923738651,070急 性 期
150472322189回 復 期

△115342457448慢 性 期
△129012959休 棟
△5261,2651,7911,776計

――18ー（介護医療院への転換数）

１．奄美圏域における機能別病床数の状況

２．現状・課題
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【報告事項】
２ 「新たな地域医療構想に関するとりまとめ」について
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２ 「新たな地域医療構想に関するとりまとめ」について
令和８年３月26日 社会保障審議会医療部会資料
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２ 「新たな地域医療構想に関するとりまとめ」について
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２ 「新たな地域医療構想に関するとりまとめ」について
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２ 「新たな地域医療構想に関するとりまとめ」について
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２ 「新たな地域医療構想に関するとりまとめ」について
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２ 「新たな地域医療構想に関するとりまとめ」について
令和８年３月26日 社会保障審議会医療部会資料
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２ 「新たな地域医療構想に関するとりまとめ」について
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２ 「新たな地域医療構想に関するとりまとめ」について
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【協議事項】
３ 新たな地域医療構想の検討体制について
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３ー１ 新たな地域医療構想の検討体制について

令和８年３月19日新たな地域医療構想に関するとりまとめ（ｐ5～9一部引用）

（総論）
〇 新たな地域医療構想については、入院医療だけでなく様々な議論が必要となることを踏まえ、複数の議題を同時に協議するこ
とや、既存の協議の場を活用するなど、効率的かつ効果的に協議を進めることができるよう、都道府県の体制に応じて柔軟な会
議運営ができるようにすることが必要である。

（介護との連携）
〇 介護との連携においては、市町村や介護関係者が協議に参加することが想定されるが、地域や議題によって、知見を有してい
る者や関係する者が異なることも想定されることから、各都道府県が地域の実情に応じて、協議が円滑に進むような検討体制を
整備することが重要である。

（市町村）
〇 市町村は、病院開設者の立場、介護保険事業の主体としての立場、行政の中で住民に最も近い立場など、様々な観点を踏まえ
ながら、地域医療構想の策定や推進に協力する必要がある。

（医療関係者）
〇 医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、病院団体、有床診療所団体、病院、診療所等は医療提供の主体として、引き続き主た
る関係者として、地域医療構想の策定や推進に積極的な関与が求められる。関連する議題に応じて、協議に参画することが期待
される。

〇 都道府県全体の調整会議には全ての関係者が参画し、県全体の医療提供体制についての協議を行うことや、構想区域ごとの調
整会議には関連する議題に応じて、協議に参画し、取組を推進することが求められる。

（地域医療構想アドバイザー）
〇 データの整理や論点の提示を通じ、地域の再編等に係る協議を活性化するものとして、都道府県ごとに地域の医師会関係者や
地域の医療提供体制に詳しい学識経験者が任命されている。 （中略） 医療計画が地域医療構想の実行計画として推進されるよ
う、地域医療構想に加え、医療計画の策定・推進にも一貫して助言することが期待される。
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地域にふさわしいバランスのとれた医療
機能の分化と連携を適切に推進するため
県が策定する鹿児島県地域医療構想に関
する検討を行うことを目的に設置

３－２ 現行の地域医療構想の策定体制（H27～28）

鹿児島県医療審議会
(医療法第71条の２)

所属区分
鹿児島県医師会（会長）委 員 長
鹿児島県医師会委 員
鹿児島県歯科医師会委 員
鹿児島県薬剤師会委 員
鹿児島県看護協会委 員
鹿児島県栄養士会委 員
全日本病院協会鹿児島県支部委 員
全国自治体病院協議会鹿児島県支部委 員
鹿児島県有床診療所連絡協議会委 員

所属区分
鹿児島県医療法人協会委 員
鹿児島県保険者協議会委 員
国立病院長会委 員
鹿児島大学医学部・歯学部付属病院委 員
鹿児島県市長会委 員
鹿児島県町村会委 員
鹿児島県保健所長会委 員
鹿児島県立病院委 員
鹿児島県保健福祉部（部長）副委員長

鹿児島県地域医療構想検討委員会
(要綱設置)

鹿児島保健医療圏地域医療構想懇話会

南薩保健医療圏地域医療構想懇話会

北薩地域保健医療圏地域医療構想懇話会（川薩、出水保健医療圏）

姶良・伊佐保健医療圏地域医療構想懇話会

曽於・肝属保健医療圏地域医療構想懇話会（曽於、肝属保健医療圏）

奄美保健医療圏地域医療構想懇話会

熊毛保健医療圏地域医療構想懇話会

（鹿児島県地域医療構想検討委員会委員）

諮問

保健医療圏地域医療構想懇話会
（要綱設置）

各地域における医療機能の現状把握や将来のある
べき医療提供体制の整備等に係る意見交換を行う
ことを目的に設置

意見照会
報告

意見集約
報告
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2040年を見据えた効率的かつ効果的な
医療提供体制を構築するため、県が策定
する新たな地域医療構想に関する検討を
行う

３－３ 新たな地域医療構想の策定体制（案）

鹿児島県医療審議会
(医療法第71条の２)

新たな地域医療構想検討委員会
(要綱設置)

鹿児島保健医療圏地域医療構想調整会議

南薩保健医療圏地域医療構想調整会議

北薩地域保健医療圏地域医療構想調整会議

姶良・伊佐保健医療圏地域医療構想調整会議

曽於保健医療圏地域医療構想調整会議

熊毛保健医療圏地域医療構想調整会議

肝属保健医療圏地域医療構想調整会議

諮問

各構想区域地域医療構想調整会議
（要綱設置）

既存の調整会議の場を活用し、新たな地域医療構
想について議論を行う。

意見照会
報告

意見集約
報告

〇 国のとりまとめにおいては、既存の協議の場を活用するなど効率的・効果的な会議運営が想定されている一方、歯科医師会や薬剤
師会、看護協会の協議への参画や、介護関係者の協議への参加、市町村の協力などが求められている。

〇 しかしながら、現行の県地域医療構想調整会議は、薬剤師会や看護協会、市町村、介護関係者等が委員に含まれていないことから
これらの関係者を含めた形で「新たな地域医療構想検討委員会（仮）」を設置し、策定に向けた協議・検討を行うこととしたい。

〇 また、各構想区域の地域医療構想調整会議においては、薬剤師会や看護協会、市町村、介護関係者等も委員に含まれていることか
ら、現行の地域医療構想調整会議を協議の場として活用し、必要に応じて委員を追加することとしたい。

なお、各構想区域地域医療構想調整会議議長は、「新たな地域医療構想検討委員会（仮）」の委員を兼ねることとしたい。

奄美保健医療圏地域医療構想調整会議

新たな地域医療構想の策定体制

新たな地域医療構想の策定体制
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３－４ 「新たな地域医療構想検討委員会」委員（案）

所属区分
鹿児島県医師会（会長）委 員
鹿児島県医師会委 員
鹿児島県歯科医師会委 員
鹿児島県薬剤師会委 員
鹿児島県看護協会委 員
鹿児島県栄養士会委 員
全国自治体病院協議会鹿児島県支部委 員
全日本病院協会鹿児島支部委 員
鹿児島県医療法人協会委 員
鹿児島県有床診療所協議会委 員
鹿児島県保険者協議会委 員
国立病院長会委 員
鹿児島大学医学部・歯学部附属病院委 員
鹿児島県市長会委 員
鹿児島県町村会委 員
鹿児島県老人保健施設協会委 員
鹿児島県老人福祉施設協議会委 員

所属区分
鹿児島県介護支援専門員協議会委 員
鹿児島保健医療圏地域医療構想調整会議委 員
南薩保健医療圏地域医療構想調整会議委 員
北薩地域保健医療圏地域医療構想調整会議委 員
北薩地域保健医療圏地域医療構想調整会議委 員
姶良・伊佐保健医療圏地域医療構想調整会議委 員
曽於保健医療圏地域医療構想調整会議委 員
肝属保健医療圏地域医療構想調整会議委 員
熊毛保健医療圏地域医療構想調整会議委 員
奄美保健医療圏地域医療構想調整会議委 員
鹿児島県保健所長会委 員
鹿児島県立病院委 員
鹿児島県保健福祉部（部長）委 員

〇 県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会、県栄養士会、全国自治体病院協議会支部、全日本病院協会支部、医療法人協
会、県有床診療所協議会、県保険者協議会、国立病院長会、鹿児島大学医学部・歯学部附属病院、県市長会、県町村会、県老人保健施
設協会、県老人福祉施設協議会、県介護支援専門員協議会、保健所長会、県立病院、県保健福祉部並びに各構想区域地域医療構想調
整会議議長により構成する。

計30名
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【協議事項】
４ 新たな地域医療構想の策定スケジュールについて
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４－１ 新たな地域医療構想の策定スケジュール（案）

〇 地域医療構想の策定は2028年度までに行うこととされている。まずは地域における現状を把握し、地域ごとの課題を共有しなが
ら区域の設定や必要病床数の推計、医療機関機能の確保等の目的ごとに、それぞれにおいて具体的な目標を設定・共有し、取組や協
議を行う。

〇 策定に向けて、2026年度から2027年度上半期を目途に、構想区域ごとに現状の把握、必要病床数の設定、医療機関機能の確
保その他の2040年に向けて中心的に取り組むべき課題や都道府県単位で取り組むべき課題を設定し、必要に応じて区域の見直し
を行う。

〇 課題の設定後、取組の方向性について2028年度中までに決定し、具体的な取組については第９次医療計画の検討の過程等で検
討し、2035年を目途に一定の成果の確保を行う。

2028
（令和10年度）

2027
（令和９年度）

2026
（令和８年度）

国

県

地域

新構想のガイ
ドライン策定

検討体制等
の検討

現行構想における現状・課題
の把握、データ分析等

令和８年３月19日新たな地域医療構想に関するとりまとめ（ｐ21～22一部抜粋）

第１回調整会議
第１回検討委員会

第２回検討委員会

第１回調整会議

課題を踏まえた
構想区域の設定、
対応案等の設定

取組の方向性
の検討・素案の

作成

パブリックコメント

検討委員会での協議

新たな地域医療構想の策定・検討の進め方

各構想区域の調整会議での協議

医
療
審
議
会
へ
の
諮
問

構
想
告
示

第２回調整会議
第３回調整会議
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４－２ 新たな地域医療構想検討委員会での主な議論事項（案）

新たな地域医療構想検討委員会（地域医療構想調整会議）回

R8

（報告事項）
○現行構想の振り返り（各構想区域の取組実績等）
○「新たな地域医療構想に関するとりまとめ」

（協議事項）
〇新たな地域医療構想の検討体制
〇新たな地域医療構想の策定スケジュール

第１回

（報告事項）
○現行の構想区域における現状・課題の共有

（協議事項）
○現状把握のために必要なデータ分析内容（素案）

第２回

（協議事項）
〇現状把握のために必要なデータ分析結果の共有
○データ分析を踏まえた課題の共有

第３回

（協議事項）
○課題を踏まえた構想区域の見直し
〇必要病床数の推計
○医療機関機能確保の協議
〇2040年に向けた対応案等の設定

Ｒ９

（協議事項）
〇新たな地域医療構想（パブコメ案）
〇新たな地域医療構想（最終案）

Ｒ10

各構想区域地域医療調整会議回

R8（～R9）

（必要に応じて）
〇新たな地域医療構想の検討体制

第１回

（報告事項）
〇現行の構想区域における現状・課題の共有

（協議事項）
〇現状把握のために必要なデータ分析内容（素案）

第２回

（協議事項）
〇現状把握のために必要なデータ分析結果の共有
○データ分析を踏まえた課題の共有

第３回

（協議事項）
○課題を踏まえた構想区域の見直し
○必要病床数の推計
○医療機関機能確保の協議
〇2040年に向けた対応案等の設定

Ｒ９
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